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１．１９年３月期の連結業績（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 

（１）連結経営成績                    記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期純利 益 

 

１９年３月期 

１８年３月期 

百万円       ％ 

２９,０５７（２３.８） 

２３,４６４（△０.６） 

百万円         ％

   ３５９（２４３.４）

   １０４（△４１.５）

百万円         ％ 

３３８（２２９.９） 

１０２（△４１.６） 

百万円     ％

１９４（１６１.９）

  ７４（△３４.７）

 

 １株当たり  
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

自 己 資 本

当 期 純 利 益 率

総 資 産 

経 常 利 益 率 

売 上 高

経 常 利 益 率

 

１９年３月期 

１８年３月期 

円 銭 

３２ ４４ 

１１ ５５ 

円 銭

  ―   ―

  ―   ―

%

１０.５

４.３

% 

  ３.３ 

  １.１ 

%

  １.２

  ０.４

（注）  1．持分法投資損益 １９年３月期  ― 百万円  １８年３月期  ― 百万円 
        2．期中平均株式数（連結）１９年３月期 ５,９８８,２２４株 １８年３月期 ５,９８８,８９４株  
    3．会計処理の方法の変更  無 
    4．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
（２）連結財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 

１９年３月期 

１８年３月期 

      百万円 

  １０,８０８ 

  ９,５１９ 

      百万円

 １,９５９

  １,７６９

        % 

   １７.９ 

   １８.６ 

     円  銭

  ３２２ ３９

  ２９４ ５９

（注）期末発行済株式数（連結）１９年３月期 ５,９８７,６７９株  １８年３月期 ５,９８８,３９５株 

（３）連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による 
キャッシュ･フロー 

投資活動による 
キャッシュ･フロー 

財務活動による 
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高          

 

１９年３月期 

１８年３月期 

           百万円 

５９１ 

２８４ 

           百万円

△１４

６５

           百万円 

   △３４６ 

   △２８７ 

            百万円

   ９７１

    ７３２

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 ２ 社  持分法適用非連結子会社数 ― 社  持分法適用関連会社数 ― 社 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結（新規） ― 社 （除外） ― 社  持分法（新規） ― 社 （除外） ― 社 
 

２．２０年３月期の連結業績予想（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日） 

 売 上 高          経 常 利 益          当 期 純 利 益          

 

中 間 期 

通 期 

         百万円

   １５,７００

   ３１,２００

         百万円 

      ２６０ 

     ４３０ 

         百万円

      １５０

     ２３０

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  ３８ 円  ４１ 銭 

※ 上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき算出した値ですので、実際の決算とは異なる可能性 

 があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の２ページを参照して下さい。 
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

    当連結会計年度における我国経済は、原油価格の高騰や年明け後の株価・為替の一時的な調整等懸念

材料はありましたが、好調な企業成績を背景とした企業収益の改善や設備投資の拡大が続き、また雇用

情勢・所得環境の改善に伴い個人消費も緩やかに伸長したため、総じて堅調に推移いたしました。 

    このような経済環境下にありまして、当社グループは、長期的・持続的成長への基盤確立に向けて、

新規取引先の開拓や受注シェアの拡大等、海外子会社との連携を通して積極的な提案営業を展開してま

いりました。 

    この結果、当連結会計年度の売上高は、前期比２４％増の２９０億５７百万円となりました。損益面

におきましては、営業利益は前期比２４３％増の３億５９百万円、経常利益は前期比２３０％増の３億

３８百万円、当期純利益は前期比１６２％増の１億９４百万円を計上することができました。 

     

②事業の部門別業績の状況 

金属部門 

テレビ用部材であるブラウン管テレビ用シャドウマスク材は漸減しておりますが、薄型テレビの需要

伸長を受け、液晶パネルフレーム用表面処理鋼板が大きく伸びましたことに加え、ゲーム機のフレーム

用薄物ステンレス、リチウムイオン電池用アルミも増加いたしました結果、当部門の売上高は前期比１

４％増の８９億４０百万円となりました。 

電線部門 

重電業界は及び自動車業界が好調に推移する中、本分野向けの巻線及び裸銅線が、主要な材料である

銅の市況の高騰に伴い売上が増加いたしました。また、ゲーム機関連向けの機器用電線も好調に推移し

た結果、当部門の売上高は前期比３２％増の１０７億８８百万円となりました。 

   化成品部門 

主力の配線板用銅張積層板及び配線板は、昨年来の原材料の価格高騰及び調達難という環境ではあり

ましたが、アミューズメント関連向けが好調に推移したことに加え、台湾市場向け半導体製品も増加い

たしました結果、当部門の売上高は前期比２５％増の９３億２８百万円となりました。 

 

  ③次期の見通し 

    今後の我国経済は、原材料価格の高止まりや不安定な株式・為替動向等の依然として不安要因はあり

ますものの、好調な企業収益を背景とした設備投資が当面堅調に推移すると予想され、個人消費も回復

が期待されるなど、緩やかな景気回復が持続するものと予想されます。 

    このような経済環境下にありまして、当社グループは、新規取引先の開拓や基盤事業の競争力を高め

るための販売体制の強化及び拡充に取り組むとともに、中国・アジア地域における海外子会社との連携

に加えてチェコにも子会社を設立し、これまで以上に海外への事業展開をより強力に推進し、安定的成

長性の確保と業績の向上に総力を結集する所存であります。 

    次期の連結業績につきましては、売上高３１,２００百万円、経常利益４３０百万円、当期純利益２

３０百万円を予想しております。 
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（２）財政状態に関する分析 

   ①資産、負債及び純資産の状況 

  （資産） 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、１２億９９百万円増加し、９８億８６百万円となりました。

これは、主として売上高増加により受取手形及び売掛金が９億１百万円増加したことによるものであり

ます。 

    固定資産は、前連結会計年度末に比べて、１０百万円減少し、９億２２百万円となりました。 

    この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて、１２億８８百万円増加し、１０８億８百万円とな

りました。 

  （負債） 

    流動負債は、前連結会計年度末に比べて、１１億１４百万円増加し、８６億円となりました。これは、

主として取引金融機関からの短期借入金が３億１１百万円減少しましたが、仕入高増加により支払手形

及び買掛金が１３億７２百万円増加したことによるものであります。 

    固定負債は、前連結会計年度末に比べて１６百万円減少し、２億４７百万円となりました。 

    この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて、１０億９７百万円増加し、８８億４８百万円と

なりました。 

  （純資産） 

    純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、１億９０百万円増加し、１９億５９百万円となりました。

これは、主として当期純利益が１億９４百万円と増加したことによるものであります。 

 

②キャッシュ･フローの状況 

    当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、９億７１百万円となり

前連結会計年度末より２億３８百万円増加いたしました。 

   各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

 

  （営業活動によるキャッシュ･フロー） 

    当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は５億９１百万円となりました。主な増加要因

は、税金等調整前当期純利益、仕入債務の増加であり、主な減少要因は、売上債権及びたな卸資産の増

加によるものであります。 

  （投資活動によるキャッシュ･フロー） 

    当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は１４百万円となりました。これは主に、ゴル

フ会員権の売却による収入はあったものの、有形固定資産及び関係会社株式の取得による支出があった

ことによるものであります。 

  （財務活動によるキャッシュ･フロー） 

    当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は３億４６百万円となりました。これは主に、

銀行借入金の減少によるものであります。 
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   なお、当社グループのキャッシュ･フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 ８９期 ９０期 ９１期 ９２期 

 平成１６年 

３月期 

平成１７年 

３月期 

平成１８年 

３月期 

平成１９年 

３月期 

自己資本比率（％） １８.１ １８.５ １８.６ １７.９

時価ベースの 

自己資本比率（％） 
   ６.７ ６.５ ７.０ ５.５

債務償還年数（年） ― ― ９.６ ４.１

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ（倍） 
― ― ８.３ １２.１

（注）１．自己資本比率:自己資本／総資産 

      ２．時価ベースの自己資本比率:株式時価総額／総資産 

      ３．債務償還年数:有利子負債／営業キャッシュ･フロー 

４．インタレスト・カバレッジ・レシオ: 営業キャッシュ･フロー／利払い 

（補足） 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

３．営業キャッシュ･フローは連結キャッシュ･フロー計算書の営業活動によるキャッシュ･フロ

ーを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を

支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ･

フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は創業以来利益確保に努め、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして   

認識しております。配当につきましては、各決算期の経営成績並びに今後の事業展開を考慮し、安定し

た配当を維持・継続しつつ、株主の皆様に還元していくことを基本方針としております。 

    また、内部留保金につきましては、企業体質の強化及び事業拡大の原資として活用し、これがひいて

は将来、安定的配当に寄与していくものと考えております。 

    当期の配当は、期末につきまして１株当たり５.０円とし、年間で５.０円を予定しております。 

    次期の配当は、期末につきまして１株当たり５.０円とし、年間で５.０円を予想しております。 
 
（４）事業等のリスク 
    当社グループの業績は、今後起こりうる様々な要因により大きな影響を受ける可能性があります。 

以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を

記載しております。 
    なお、業績に影響を与える要因は、これらに限定されるものではありません。また、これらの事項は、

期末日現在において判断したものであります。 
   
  ①事業環境が変化するリスク 
    当社グループは、国内のほか、アジアを中心とする地域で事業活動を展開しているため、日本の一般

景気動向のみならず、アジア各国の経済状況の影響も受ける可能性があります。従って、日本を含む当

社グループの事業展開上重要な地域における経済情勢や消費者動向の変動等が当社グループの業績及

び財政状態に悪影響を与える可能性があります。 
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  ②取引先の信用リスク 
    当社グループは、取引先に対し、売掛債権、前渡金、その他の形で信用供与を行っており、信用リス

クを負っております。これら取引先、契約相手先が、支払不能、契約不履行等に陥る場合、当社グルー

プの事業及び財政状態が悪影響を受ける可能性があります。当社グループでは、取引先の与信審査の徹

底や担保・保証等の取得に係るリスク管理に努めており、また、上記の信用リスクが顕在化した場合に

備えるため、貸倒引当金を設定しております。しかしながら、こうした管理によりリスクを十分に回避

できる保証はありません。また、当社グループの見積りや評価が正しいとは限らなかった場合や経済状

況の悪化、その他の予期せぬ要因により、当社事業が大きな影響を受ける可能性があります。 
 
  ③為替相場変動のリスク 
    当社グループは、海外子会社２社を中心に輸出及び輸入を行っていることから、為替相場の変動は当

社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。当社グループでは、為替相場の変動リスクを

軽減するための施策を実行しておりますが、為替相場の変動による経営成績への影響を完全に回避でき

る可能性はありません。 
 
  ④取扱商品及びそれらの原材料価格の変動について 
    当社グループの取り扱っている商品やそれらの原材料の価格が変動した場合、競合他社との価格競争   

力の維持が困難になり、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況 

  当社グループは、当社及び子会社３社で構成され、各種絶縁材料･電子部品･鉄鋼及び電線等の販売を主た

る事業としております。 
  金属事業部 
   当部門においては、当社及び子会社が表面処理鋼鈑、薄板、電磁鋼鈑、ブリキ、ステンレス、磨帯鋼等

を販売しております。 
  電線事業部 
   当部門においては、当社及び子会社が加工付電線、電子機器用電線、巻線、メッキ線、ゴム製品、絶縁

線、裸線等を販売しております。 
  化成品事業部 
   当部門においては、当社及び子会社が銅張積層板、合成樹脂、絶縁材料、フィルム、半導体、電子部品

等を販売しております。 
  
 事業の系統図は、次のとおりであります。 
 
 

得        意        先 
 
 
 

 
非連結子会社 

 

  
連結子会社 

 

 
連結子会社 

 

 
主要株主 

 
主要株主 

 
MIKUNI 
EUROPE 

s.r.o. 

  
三国（上海）

電器件 
有限公司 

 

 
三国（国際） 
有限公司 

 

 
日立電線（株） 

 

 
日立化成工業

（株） 

 
 
 
 
 
 

 
当   社 

 
 

金 属 事 業 部 
 
 

電 線 事 業 部 
 
 

化 成 品 事 業 部 
 

 
（注）      は商品販売の流れ、     は商品仕入の流れであります。 
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３．経営方針 

（１）経営の基本方針 

   当社グループは、電機･電子機器関連材料を扱う商社として、“いつでもお役に立つ三国商事”を合言葉

に、「顧客第一主義」を基本方針として、①収集した情報の有効活用、②新商品の紹介等提案型営業に徹

すること、③流通や各種サービスの充実、④海外営業拠点の拡充等を通じて当社業務の付加価値を高め、

作り手側と使い手側双方から真に有効であると認められ信頼される商社を目指して、業容の拡大、発展を

図ることを目標としております。 

  

（２）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題 

当社グループの主要取引先である電機･電子関連業界を中心に、生産拠点の海外移管が続き国内   

生産能力の縮小や現地調達率の拡大等から、国内需要は引き続き低速し厳しい状況が続くものと思   

われます。 

   このような状況下で当社グループは、海外営業拠点（香港･東莞･上海･シンガポール・チェコ）の拡充

に一層注力して国内の空洞化に対処し、パソコンや携帯電話機等の情報通信分野向け材料の取扱を増加さ

せることに重点的に取り組むと共に、既に取得いたしております「ＩＳО１４００１」による環境保全活

動及び環境負荷の少ない製品等の仕入･販売の推進、及び商社の重要な財産の一つであります「人材の育

成」をさらに徹底し、エレクトロニクス分野に強い専門商社を目指したいと考えております。 

 

（３）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社はコーポレート・ガバナンスの重要性を十分認識し、経営の透明性や公正性の向上に努めるととも

に、迅速かつ効率的な意思決定を行うことができる経営管理体制を構築すべく取り組んでおります。 

取締役会は月１回以上開催し、経営に関する方針・計画及び業務執行に関する重要事項を決定するとと

もに、毎月の業績状況等についても執行管理を行っております。 

監査役につきましては、監査役２名を社外から迎えており、監査役の経営監督機能の充実に努めており

ます。監査役は、取締役会等重要な会議に出席し、取締役の職務執行を十分監査できる体制になっており

ます。また、当社は新日本監査法人と会計監査契約を締結して財務諸表の信頼性を確認し、経営の透明性

を確保しております。 
 
 
 
 
 



 ８

４．連結財務諸表 

（１）連結貸借対照表 

                                         （単位 千円） 

         期 別 

 

科 目 

 

前連結会計年度（Ａ） 
（平成 1８年３月３１日現在）

 

当連結会計年度（Ｂ） 
（平成１９年３月３１日現在） 

 

比 較 増 減 

（Ｂ）－（Ａ） 

〔 資 産 の 部 〕         

流 動 資 産 

     

８,５８７,２１９

     

９,８８６,３３６ 

     

１,２９９,１１６

  現 金 及 び 預 金 

  受取手形及び売掛金 

  た な 卸 資 産 

  繰 延 税 金 資 産 

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 

７３２,９７９

６,４７１,４３０

１,０８０,８３３

６５,４７０

２７６,９００

△ ４０,３９５

９７１,２２０ 

７,３７３,２０８ 

１,１９５,２１５ 

９０,３５３ 

３３７,０５５ 

△ ８０,７１７ 

 ２３８,２４１

 ９０１,７７７

１１４,３８２

 ２４,８８２

 ６０,１５５

 △ ４０,３２２

固 定 資 産 ９３２,５０８ ９２２,０３１  △ １０,４７６

 有 形 固 定 資 産 ４１８,３１９ ４２０,３１０  １,９９０

無 形 固 定 資 産 ６,８５０ ５,４４０ △ １,４０９

 投 資 そ の 他 の 資 産 ５０７,３３７ ４９６,２８０  △ １１,０５７

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 

５５１,３５７

△４４,０１９

５３８,２８９ 

△４２,００９ 

 △ １３,０６７

 ２,０１０

資 産 合 計 ９,５１９,７２７ １０,８０８,３６８ １,２８８,６４０

〔 負 債 の 部 〕         

流 動 負 債 

 

７,４８６,０３０

 

８,６００,５９０ 

 

１,１１４,５５９

  支払手形及び買掛金 

  短 期 借 入 金 

  未 払 法 人 税 等 

役 員 賞 与 引 当 金 

  そ の 他 

４,５３２,５１４

２,７４１,９８１

８０,３１３

―

１３１,２２０

５,９０４,９６０ 

２,４３０,２２５ 

１０４,０３１ 

１０,０００ 

１５１,３７３ 

 １,３７２,４４６

△ ３１１,７５５

 ２３,７１７

１０,０００

 ２０,１５２

固 定 負 債 ２６４,５５４ ２４７,８２３  △ １６,７３０

  退 職 給 付 引 当 金 

  役員退職慰労引当金 

繰 延 税 金 負 債 

１８１,１３２

６１,５１０

２１,９１１

１６０,０００ 

６０,６２０ 

２７,２０３ 

△ ２１,１３２

 △ ８９０

 ５,２９１

負 債 合 計 ７,７５０,５８４ ８,８４８,４１３ １,０９７,８２８

〔少数株主持分〕 ― ― ―

〔 資 本 の 部 〕         

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

自 己 株 式 

３００,０００

１,３３３

１,３８４,５５３

８３,３４３

１,９１５

△２,００２

 

― 

― 

 ― 

― 

― 

― 

―

―

―

 ―

―

―

資 本 合 計 １,７６９,１４３ ― ―

負債、少数株主持分及び資本合計 ９,５１９,７２７ ―  ―

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 ９

（単位 千円） 

         期 別 

 

科 目 

 

前連結会計年度（Ａ） 
（平成 1８年３月３１日現在）

 

当連結会計年度（Ｂ） 
（平成１９年３月３１日現在） 

 

比 較 増 減 

（Ｂ）－（Ａ） 

〔 純資産の部 〕 
株 主 資 本 ―

 

１,８４３,０５９ ―

資 本 金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
自 己 株 式 

― 
― 
― 
― 

３００,０００ 
１,３３３ 

１,５４３,８６３ 
△２,１３８ 

― 
― 
― 
― 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 ― ８７,３０２ ― 
その他有価証券評価差額金 
為 替 換 算 調 整 勘 定 

― 
― 

８０,１３７ 
７,１６５ 

― 
― 

少 数 株 主 持 分 ― ２９,５９２ ― 
純 資 産 合 計 ― １,９５９,９５４ ― 
負 債 ・ 純 資 産 合 計 ― １０,８０８,３６８ ― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 １０

（２）連結損益計算書 

                                         （単位 千円） 

          期 別 

 

 

 科 目 

前連結会計年度（Ａ） 
自 平  成  １７  年 ４ 月  １日 

（                  ） 
至    平  成  １８  年 ３ 月 ３１日 

当連結会計年度（Ｂ） 
自 平  成  １８  年 ４ 月  １日 

（                  ） 
至    平  成  １９  年 ３ 月 ３１日 

 
Ｂ ／ Ａ 
（ ％ ） 

 

２３,４６４,１４４

２１,７１３,１１６

２９,０５７,７２９ 

２６,９４０,９１０ 

１２４

１２４

１,７５１,０２７

１,６４６,４７８

２,１１６,８１９ 

１,７５７,８１６ 

１２１

１０７

１０４,５４８

６０,７０５

３９,８２４

１４,４０８

６,４７２

６２,７３１

３４,２９７

１,８９９

１０,１８０

７,４７７

６,１７３

―

２,７０２

３５９,００２ 

６８,２２９ 

３７,８１６ 

１７,０２８ 

１３,３８４ 

８８,９８０ 

４９,６３７ 

４,３７０ 

― 

１３,６４８ 

１７,３１７ 

６３３ 

３,３７２ 

３４３

１１２

９５

１１８

２０７

１４２

１４５

２３０

―

１８３

２８１

―

１２５

１０２,５２２

４７,０１３

―

４７,０１３

  ―

       ―

３３８,２５１ 

１,５００ 

１,５００ 

― 

  ５,０００ 

       ５,０００ 

３３０

３

―

―

―

―

１４９,５３５

９０,２９０

△ １４,９２４

―

３３４,７５１ 

１４２,８２７ 

△ １７,７８７ 

１５,４５８ 

２２４

１５８

１１９

―

売 上 高           

売 上 原 価           

 売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 

 営 業 利 益 

営 業 外 収 益           

 受 取 利 息 

 受 取 配 当 金 

        雑 収 入 

営 業 外 費 用           

支 払 利 息 

商 品 滅 却 損 

為 替 差 損 

手 形 売 却 損

売 掛 金 譲 渡 損 

持 分 変 動 損 失 

雑 損 失 

経 常 利 益 

特 別 利 益           

    貸 倒 引 当 金 戻 入 益 

投資有価証券売却益 

特 別 損 失           

ゴルフ会員権売却損 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 

 法人税、住民税及び事業税              

  法 人 税 等 調 整 額 

少 数 株 主 利 益 

当 期 純 利 益 ７４,１７０ １９４,２５２ ２６２

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 １１

（３）連結剰余金計算書 

                   （単位 千円） 

           期 別 

 

 

 科 目 

前連結会計年度 
自 平  成  １７  年 ４ 月  １日 

（                  ） 
至    平  成  １８  年 ３ 月 ３１日 

 

（資本剰余金の部） 

資 本 剰 余金 期 首 残高            

 

１,３３３

資 本 剰 余 金 増 加 高            ―

資 本 剰 余 金 減 少 高            ―

資 本 剰 余金 期 末 残高            １,３３３

 

（利益剰余金の部） 

利 益 剰 余金 期 首 残高            

 

１,３４６,３２８

利 益 剰 余 金 増 加 高            ７４,１７０

当   期   純   利   益 ７４,１７０

利 益 剰 余 金 減 少 高            ３５,９４５

配         当        金 

    取 締 役 賞 与 金 

２９,９４５

６,０００

利 益 剰 余金 期 末 残高            １,３８４,５５３

 

（４）連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） 

（単位：千円） 

株主資本  

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 18 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 1,384,553 △2,002 1,683,884

連結会計年度中の変動額 

 剰余金の配当（注） 

 役員賞与（注） 

 当期純利益 

 自己株式の取得 

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額（純額）

 

 

 

  

△29,941

△5,000

194,252

 

 

 

 

 

△135 

 

 

△29,941

△5,000

194,252

△135

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 159,310 △135 159,174

平成 19 年 3月 31 日残高 300,000 1,333 1,543,863 △2,138 1,843,059

 

評価・換算差額等  

その他有価証券

評価差額金 

為替換算調整 

勘定 

評価・換算差額

等合計 

少数株主 

持分 
純資産合計 

平成 18 年 3月 31 日残高 83,343 1,915 85,258 ― 1,769,143

連結会計年度中の変動額 

 剰余金の配当（注） 

 役員賞与（注） 

 当期純利益 

自己株式の取得 

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額（純額）

 

 

△3,206

 

 

 

 

5,249 2,043

 

 

 

 

 

 

29,592 

 

 

△29,941

△5,000

194,252

△135

31,636

連結会計年度中の変動額合計 △3,206 5,249 2,043 29,592 190,811

平成 19 年 3月 31 日残高 80,137 7,165 87,302 29,592 1,959,954

（注）平成 18 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。 



 １２

（５）連結キャッシュ･フロー計算書 

                                      （単位 千円） 

                期 別 

 

 

 科 目 

前連結会計年度 

自 平  成  １７  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  １８  年 ３ 月 ３１日 

当連結会計年度 

自 平  成  １８  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  １９  年 ３ 月 ３１日 

１４９,５３５

１２,９９４

△１０,４８０

―

１１,９６０

１,６１４

△５４,２３３

△４７,０１３

３４,２９７

２７６

―

―

５０,９９６

△１３３,１１７

３６８,２２９

△３,１６３

３３４,７５１

１５,２０９

△２１,１３２

１０,０００

△８９０

３８,８１２

△５４,８４４

―

４９,６３７

△１,５３０

６３３

５,０００

△８４４,８８６

△１０４,０５０

１,３２２,６８１

△４４,３９５

３８１,８９７

５４,２３３

△３４,４１６

△１１７,２５１

７０４,９９６

５４,８４４

△４９,０８６

△１１９,１０８

２８４,４６２

△５,０００

２,０５７

 △４,８２０

△９,４６６

７９,３６２

―

―

３,２３９

５９１,６４６

―

７,１４７

 △１６,８３３

△９,１０８

―

△２２,８４８

２４,５００

２,５１６

６５,３７３

△２５８,４４１

△２９,４７２

△７９

―

△１４,６２６

△３２８,２９９

△２９,５５１

△１３５

１１,６０８

△２８７,９９３

２９,５７９

△３４６,３７９

７,６００

９１,４２１

６４１,５５７

２３８,２４１

７３２,９７９

(１)営業活動によるキャッシュ･フロー 

税金等調整前当期純利益 

減価償却費 

退職給付引当金の減少額 

役員賞与引当金の増加額 

役員退職慰労引当金の増減額(△減少額)

貸倒引当金の増加額 

受取利息及び受取配当金 

投資有価証券売却益 

支払利息 

為替差損益（△差益） 

持分変動損失 
ゴルフ会員権売却損 
売上債権の増減額(△増加額) 

たな卸資産の増加額 

仕入債務の増加額 

その他
 

小    計 

利息及び配当金の受取額 

利息の支払額 

法人税等の支払額 

営業活動によるキャッシュ･フロー 

 

(２)投資活動によるキャッシュ･フロー 

貸付による支出 

貸付金の回収による収入 

有形固定資産の取得による支出 

投資有価証券の取得による支出 

投資有価証券の売却による収入 

関係会社株式の取得による支出 

ゴルフ会員権の売却による収入 

その他 

投資活動によるキャッシュ･フロー 

 

(３)財務活動によるキャッシュ･フロー 

短期借入金の純減少額 

配当金の支払額 

自己株式の取得による支出 

少数株主からの払込みによる収入 
財務活動によるキャッシュ･フロー 

 

(４)現金及び現金同等物に係る換算差額 

(５)現金及び現金同等物の増加額 

(６)現金及び現金同等物の期首残高 

(７)現金及び現金同等物の期末残高
 

７３２,９７９ ９７１,２２０



 １３

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 １．連結の範囲に関する事項 

   （1）連結子会社 ２社 

    三国（国際）有限公司、三国（上海）電器件有限公司 

   （2）非連結子会社 １社 

MIKUNI EUROPE s.r.o.は、営業開始初年度であり連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、

連結の範囲から除外しております。 
 ２．持分法の適用に関する事項 

   持分法適用会社は、ありません。なお、MIKUNI EUROPE s.r.o.は、営業開始初年度であり連結財

務諸表に重要な影響を及ぼさないため、持分法の適用の範囲から除外しております。 
 ３．連結子会社の決算日等に関する事項 

   三国（国際）有限公司、三国（上海）電器件有限公司の決算日は、１２月３１日であります。 

   連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた 

重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 ４．会計処理基準に関する事項 

   （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

 その他有価証券 

        時価のあるもの……………決算末日の市場価格等に基づく時価法 

         （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

        時価のないもの……………移動平均法に基づく原価法 

     ②たな卸資産……………主として総平均法に基づく原価法 

          ③デリバティブ…………時価法 

   （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

     ①有形固定資産 

       当社は定率法に、また、在外連結子会社は当該国の会計基準の規定に基づく定額法によ 

       っております。ただし、当社は平成１０年４月１日以降取得した建物（建物付属設備を 

       除く）については、定額法によっております。 

     ②無形固定資産 

     定額法によっております。 

     なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（主として 

５年）に基づく定額法によっております。 

    （３）重要な引当金の計上基準 

     ①貸倒引当金 

        債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 

        a 一般債権 

                  貸倒実績率によっております。 

        b 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

          個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

      ②役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 

 



 １４

      ③退職給付引当金 

        従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産 

        の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上して 

        おります。 

        なお、数理計算上の差異は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）に 

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することと 

しております。 

④役員退職慰労引当金 

        役員の退職慰労金の支給に備えるため内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

    （４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

       外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし 

       て処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により 

       円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部 

       における為替換算調整勘定に含めております。 

     （５）重要なリース取引の処理方法 

       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

       については通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

    （６）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

      消費税等の会計処理 

       消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  ５．連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲 

   手許現金、要求払預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負   

わない取得日から３ヵ月以内に償還期限及び満期日の到来する短期的な投資からなっております。 

 

会計処理の変更 

前連結会計年度 
自 平  成  １７  年 ４ 月  １日 

（                  ） 
至    平  成  １８  年 ３ 月 ３１日 

当連結会計年度 
自 平  成  １８  年 ４ 月  １日 

（                  ） 
至    平  成  １９  年 ３ 月 ３１日 

― （役員賞与に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成 17 年 11 月 29 日）を適用

しております。 

この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益が 10,000 千円減少してお

ります。なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇

所に記載しております。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成 17

年 12 月 9 日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成 17 年 12 月 9 日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、

1,930,361 千円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

 



 １５

注 記 事 項 

（連結貸借対照表関係）                             （単位 千円） 

項  目 
前連結会計年度 

（平成１８年３月３１日現在） 

当連結会計年度 

（平成１９年３月３１日現在） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

２.担保資産 

３.受取手形裏書譲渡高 

４.手形債権譲渡高 

５.非連結子会社に対する投資 

 

 

６.期末日満期手形の処理 

３２２,４１２

８０,２６０

８２,６１０

１,５１４,０８３

３３４,２５１

７６,５６３

１２１,１７０

１,９８０,１５６

非連結子会社に対するものは次の

とおりであります。 

投資有価証券(株式) ２２,８４８

当連結会計年度末日は金融機関の

休日でありますが、満期日に決済

が行われたものとして処理してお

ります。 

当連結会計年度末日満期手形は次

のとおりであります。 

受取手形       ４,２７８

受取手形裏書譲渡高 ３６,４００

手形債権譲渡高  ３６６,２７１

支払手形     １７１,３５１

 

（連結損益計算書関係）                                                     （単位 千円） 

項  目 

前連結会計年度 

自 平成１７年４月 １日 

（            ） 

至 平成１８年３月３１日 

当連結会計年度 

自 平成１８年４月 １日 

（            ） 

至 平成１９年３月３１日 

１．販売費及び一般管理費 

のうち主要な項目及び 

金額 

 

荷造運賃 

従業員給料手当 

賞与 

役員賞与引当金繰入額 

退職給付費用 

役員退職慰労引当金繰入額 

貸倒引当金繰入額 

 

１９０,４２１

６２７,２０８

１４８,３７２

―

 ３５,０１０

 １８,４４０

２７,８２３

２０１,７８９

６２６,３８５

１８９,７１３

１０,０００

 ２９,９８３

 １６,５９０

４４,０３１

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １６

（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当連結会計年度 

増加株式数（株） 

当連結会計年度 

減少株式数（株） 

当連結会計年度末 

株式数（株） 

普通株式 6,000,000 ― ― 6,000,000

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当連結会計年度 

増加株式数（株） 

当連結会計年度 

減少株式数（株） 

当連結会計年度末 

株式数（株） 

普通株式 11,605 716 ― 12,321

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取による増加分であります。 

３．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成 18 年 6月 29 日 

定時株主総会 
普通株式 29,941 5.00 平成 18 年 3月 31 日 平成 18 年 6月 30 日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度後となるもの 

  決議（予定） 
株式の 

種類 

配当金の 

総額（千円） 
配当の原資

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成 19 年 6月 28 日 

定時株主総会 
普通株式 29,938 利益剰余金 5.00 平成 19 年 3月 31 日 平成 19 年 6月 29 日

 

（連結キャッシュ･フロー計算書関係） 

前連結会計年度 

自 平成１７年４月 １日 

（            ） 

至 平成１８年３月３１日 

当連結会計年度 

自 平成１８年４月 １日 

（            ） 

至 平成１９年３月３１日 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定      ７３２,９７９千円 

現金及び現金同等物     ７３２,９７９千円 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定      ９７１,２２０千円 

現金及び現金同等物     ９７１,２２０千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １７

  （リース取引関係） 
前連結会計年度 

自 平成１７年４月 １日 

（            ） 

至 平成１８年３月３１日 

当連結会計年度 

自 平成１８年４月 １日 

（            ） 

至 平成１９年３月３１日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

  相当額及び期末残高相当額 

              有形固定資産       

               工具器具備品    

取得価額相当額       ３１,５７９千円 

減価償却累計額 

相当額           １６,３９２千円 

期末残高相当額       １５,１８６千円 

 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  １年以内            ７,５０５千円  

  １年超              ７,８３６千円  

  合計                    １５,３４１千円  

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

    相当額 

  支払リース料            ８,０３３千円

  減価償却費相当額         ７,８２０千円

  支払利息相当額                 １９４千円 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

    る定額法によっております。 

 

５．利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当 

    額との差額を利息相当額とし、各期への配分 

    方法については、利息法によっております。 

（１）リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

       有形固定資産       

        工具器具備品  その他    合 計    

取得価額相当額 31,092 千円 71,850 千円 102,942 千円 

減価償却累計額 

相当額      19,998 千円  2,394 千円  22,393 千円 

期末残高相当額 11,094 千円 69,455 千円  80,549 千円 

 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  １年以内              １９,５９５千円 

  １年超                ６１,１０９千円 

  合計                       ８０,７０５千円 

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

 

  支払リース料              １０,３９８千円 

  減価償却費相当額           １０,１３７千円 

  支払利息相当額                     ２６２千円 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす 

    る定額法によっております。 

 

５．利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当 

    額との差額を利息相当額とし、各期への配分 

    方法については、利息法によっております。 

 

（２）オペレーティング・リース取引 

 

  未経過リース料 

  １年以内            ２３,４４５千円 

  １年超              ６,８８１千円 

  合計              ３０,３２７千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 １８

（有価証券関係） 

前連結会計年度末（平成１８年３月３１日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                         （単位 千円） 

前連結会計年度（平 成 １８年 ３月 ３１日現在）  

区   分 取 得 原 価       
連結貸借対照表 

計 上 額        差 額       

 

株  式 

 

１９７,３２７

 

３３９,９５２ 

 

１４２,６２５

   

 時価が貸借対照表計上 

 額を超えるもの 

 小  計 １９７,３２７ ３３９,９５２ １４２,６２５

 

株  式 

 

２３,８４９

 

２１,７６９ 

 

 

△ ２,０７９

   

  時価が貸借対照表計上 

 額を超えないもの 

 小  計 ２３,８４９ ２１,７６９ △ ２,０７９

合         計 ２２１,１７７ ３６１,７２２ １４０,５４５

２．時価評価されていない主な有価証券 

                                     （単位 千円） 

 前連結会計年度（平 成１８年３月３１日現在） 

 連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券 

  非上場株式 

 

６１,７４０ 

 

当連結会計年度末（平成１９年３月３１日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                          （単位 千円） 

当連結会計年度（平 成 １９年 ３月 ３１日現在）  

区   分 取 得 原 価       
連結貸借対照表 

計 上 額        差 額       

 

株  式 

 

２０５,８４１

 

３４９,４５６ 

 

１４３,６１４

   

 時価が貸借対照表計上 

 額を超えるもの 

 小  計 ２０５,８４１ ３４９,４５６ １４３,６１４

 

株  式 

 

２４,４４４

 

１５,９６８ 

 

 

△ ８,４７５

   

  時価が貸借対照表計上 

 額を超えないもの 

 小  計 ２４,４４４ １５,９６８ △ ８,４７５

合         計 ２３０,２８５ ３６５,４２４ １３５,１３８

２．時価評価されていない主な有価証券 

                                      （単位 千円） 

 当連結会計年度（平 成１９年３月３１日現在） 

 連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券 

  非上場株式 

 

６１,７４０ 

 

 

 

 

 

 

 



 １９

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（平成１８年３月３１日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

該当ありません。 

 

当連結会計年度（平成１９年３月３１日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

（単位 千円） 

種  類 契約額等 契約額等のうち１年超 時  価 評価損益 

為替予約取引 

売 建 

米ドル 

 

買 建 

 

 

 

 

３６,００３ 

 

 

― 

 

 

―

―

 

 

３５,２８７ 

 

 

― 

 

 

 

７１５

―

合   計 ３６,００３ ― ３５,２８７ ７１５

（注）時価の算出方法 

   時価の算出方法については、取引金融機関から提示された価格によっております。 

    

（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日）当連結会計年度（自 平成１８年４月 

１日 至 平成１９年３月３１日） 

 当社グループは、事業の種類として各種商品販売を行う専門商社であるので、事業の種類別セグメント上は、 

単一業種として取り扱っております。 

 従って、事業の種類別セグメント情報は記載を省略しております。 

 

２．所在地別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日） 

（単位 千円） 

 
日 本 アジア 計 

消去又は 

全社 
連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益 

 売 上 高       

（１）外部顧客に対する売上高 

（２）セグメント間の 

      内部売上高又は振替高 

19,448,016

1,138,235

4,016,127

594,045

23,464,144

1,732,281

 

 

― 

 

△1,732,281 

23,464,144

―

計 20,586,252 4,610,172 25,196,425 △1,732,281 23,464,144

 営 業 費 用       20,486,617 4,605,383 25,092,000 △1,732,404 23,359,595

 営 業 利 益       99,635 4,789 104,425 123 104,548

Ⅱ資    産 8,100,856 1,926,588 10,027,445 △507,717 9,519,727

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

   アジア……香港、上海 

 

 

 



 ２０

当連結会計年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） 

（単位 千円） 

 
日 本 アジア 計 

消去又は 

全社 
連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益 

 売 上 高       

（１）外部顧客に対する売上高 

（２）セグメント間の 

      内部売上高又は振替高 

22,747,725

1,481,823

6,310,004

514,590

29,057,729

1,996,414

 

 

― 

 

△1,996,414 

29,057,729

―

計 24,229,549 6,824,594 31,054,144 △1,996,414 29,057,729

 営 業 費 用       23,981,945 6,711,908 30,693,853 △1,995,126 28,698,727

 営 業 利 益       247,604 112,686 360,290 △1,287 359,002

Ⅱ資    産 8,712,357 2,520,626 11,232,983 △424,615 10,808,368

（注） １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

   アジア……香港、上海 

３．会計処理の変更 

  （役員賞与に関する会計基準） 

   「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成 17 年 11 月 29 日）を適用しております。この変更

に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「日本」の営業費用は 10,000 千円増加し、営業利益が同額

減少しております。 

 

３．海外売上高 

前連結会計年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日） 

（単位 千円） 

 アジア その他 計 

Ⅰ海外売上高 ４,１８２,９９７ ３８,７８４ ４,２２１,７８１

Ⅱ連結売上高 ２３,４６４,１４４

Ⅲ連結売上高に占める 

 海外売上高の割合 

 

１７．８％ 

 

０．２％ 

 

１８．０％ 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 （１）アジア……中国、台湾、シンガポール等 

    （２）その他……アメリカ等 

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当連結会計年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） 

（単位 千円） 

 アジア その他 計 

Ⅰ海外売上高 ６,４３９,８３９ ９６,３７６ ６,５３６,２１５

Ⅱ連結売上高 ２９,０５７,７２９

Ⅲ連結売上高に占める 

 海外売上高の割合 

 

２２．２％ 

 

０．３％ 

 

２２．５％ 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 （１）アジア……中国、台湾、シンガポール等 

    （２）その他……アメリカ等 

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 



 ２１

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

  当社は、退職金制度と適格退職年金制度を併用して採用しております。 

２．退職給付債務に関する事項                              （単位 千円） 

 前連結会計年度 

（平成１８年３月３１日現在） 

当連結会計年度 

（平成１９年３月３１日現在） 

退職給付債務 

年金資産 

△４１７,１０２

２１９,６０４

△３５２,１３２

１８９,０３０

未積立退職給付債務 

未認識数理計算上の差異 

△１９７,４９８

１６,３６６

△１６３,１０１

３,１０１

退職給付引当金 △１８１,１３２ △１６０,０００

 

３．退職給付費用に関する事項                              （単位 千円） 

 前連結会計年度 

自 平成１７年４月 １日 

（            ） 

至 平成１８年３月３１日 

当連結会計年度 

自 平成１８年４月 １日 

（            ） 

至 平成１９年３月３１日 

勤務費用 

利息費用 

期待運用収益 

数理計算上の差異の費用処理額 

２０,７０５

８,９５６

△３,８６０

９,２１０

２０,５８１

８,３４２

△４,３９２

５,４５２

退職給付費用 ３５,０１０ ２９,９８３

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 前連結会計年度 

自 平成１７年４月 １日 

（            ） 

至 平成１８年３月３１日 

当連結会計年度 

自 平成１８年４月 １日 

（            ） 

至 平成１９年３月３１日 

退職給付見込額の期間按分方法 期間定額基準 期間定額基準 

割引率 ２．０％ ２．０％ 

期待運用収益率 ２．０％ ２．０％ 

数理計算上の差異の処理年数 １０年 １０年 

 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳                   （単位 千円） 

 前連結会計年度 

（平成１８年３月３１日現在） 

当連結会計年度 

（平成１９年３月３１日現在） 

繰延税金資産 

 退職給付引当金 

 未払賞与 

 役員退職慰労引当金 

貸倒引当金繰入限度超過額 

 その他 

７３,７２０

３０,５２５

２５,０３４

３９,３２６

２０,７５８

６５,１２０

４０,７００

２４,６７２

５０,１８８

２２,９７４

繰延税金資産小計 １８９,３６５ ２０３,６５５

評価性引当額 △２５,０５４ △２３,２６３

繰延税金資産合計 １６４,３１１ １８０,３９２

繰延税金負債 

 固定資産圧縮積立金 

 その他有価証券評価差額金 

６３,５５０

５７,２０１

６２,２４０

５５,００１

繰延税金負債合計 １２０,７５２ １１７,２４２

繰延税金資産の純額 ４３,５５８ ６３,１４９

 

 

  



 ２２

（１株当たり情報） 

 

前連結会計年度 

自 平成１７年４月 １日 

（            ） 

至 平成１８年３月３１日 

当連結会計年度 

自 平成１８年４月 １日 

（            ） 

至 平成１９年３月３１日 

１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

２９４ 円 ５９銭

１１ 円 ５５銭

潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

３２２ 円３９ 銭

３２ 円４４ 銭

潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前連結会計年度 

自 平成１７年４月 １日 

（            ） 

至 平成１８年３月３１日 

当連結会計年度 

自 平成１８年４月 １日 

（            ） 

至 平成１９年３月３１日 

当期純利益（千円） 

普通株主に帰属しない金額（千円） 

普通株式に係る当期純利益（千円） 

普通株式の期中平均株式数（株） 

７４,１７０

５,０００

６９,１７０

５,９８８,８９４

１９４,２５２

―

１９４,２５２

５,９８８,２２４

 

（開示の省略） 

関連当事者との取引に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるた

め開示を省略します。 

 

３．生産、受注及び販売の状況 

売上高明細表 

                                          （単位 千円） 

 

部 門 別       

 

 

前連結会計年度 
自 平  成  １７  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  １８  年 ３ 月 ３１日 

当連結会計年度 
自 平  成  １８  年 ４ 月  １日 
（                  ） 
至    平  成  １９  年 ３ 月 ３１日 

金 属       ７,８５７,５３０ ８,９４０,００２

電 線       ８,１６３,０６０ １０,７８８,９５５

化 成 品       ７,４４３,５５２ ９,３２８,７７２

合 計       ２３,４６４,１４４ ２９,０５７,７２９

 


